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1　まえがき

　近年，情報技術や通信技術の高度化にともない，信号処理の分野においても定常的な信号に加えて

ジャンプ状の急激な変動を考慮したシステム記述とモデル化が追及されている［1ユー［41。同時に，さ

まざまな変動要因を含む最適化問題を確率的動的計画法などを用いて解き，システムの運用を評価

する方法も検討され［5］一［8］，更に，ジャンプ過程を変動要因として含む場合への拡張がなされている

［9］一［12ユ。本論文では，ジャンプ過程を含む変数で記述される評価関数の最適化と1（ernel－basedパ

ターン構造解析を用いた行動選択への応用を示す［13］。

　これまでシステムの最適化問題においては，変動要因を定常的なブラウン運動でモデル化するこ

とが行われたきたが［14ユ，最近，ジャンプ状の変化を行う過程（以下ではジャンプ過程と呼ぶ）を変動

要因として含む問題が考察され，地震波の解析やCDMA設計，目標追尾などの信号処理分野への応

用がなされ［1］一［4］，さらに価格にこのような変動を組み入れた資産運用や発電設備の運用最適化な

どが提案されている同一［10］。しかしながら，これらの研究の多くでは，ジャンプ過程のモデルとし

てはマルコフ過程など瞬間的な変動が対象であり，電力価格や商品価格などのように，上昇のあとに

元のレベルに戻るまで時間経過を含むような一般化されたものではない。これに対して，Thompson．

らの研究では，ジャンプ過程を状態依存にすることで一般化しているが，最適化問題を単独で解析

するにとどめており，意思決定問題などへと拡張することはなされていない［9］。すなわち，繰り返

し行われる製品製造や通信においては，単独の解析だけではなく個別の解析を集約して，パターン

に応じて最適な行動選択を提供する仕組みとしてパターン指向（pattern－directed）の行動選択が必

要である。このような理由により本論文では，ジャンプ過程を変動要因として含む最適化問題の解

法と：Kernel－basedパターン構造解析による行動選択への応用を示す［11］一［13］。このことにより，価

格がジャンプ変動を含む最適化問題に対する解を容易に選択することが可能となり，損失を回避す

ることができる。

　本論文ではまず，ジャンプ過程を含む変動要因で記述される評価関数の最適化問題をモデル化す

るが，この場合，変動要因のパラメータが状態に依存するように一般化されていることを仮定する。

次に，分かりやすい例として製品の製造販売をとりあげ，利益を最大化する最適化問題の定式化を

行い，確率的動的計画法の手法を用いることにより状態変数に対する偏微分方程式を用いた解析が

可能となることを示す。このような最適化問題の解析手法を準備したのちに，種々の条件のもとで
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の行動選択のためのKernel－based手法によるパターン構造解析を適用する。具体手的には，最適化

問題を記述する外部条件を変化させ，この条件とこのときに最適化の結果として得られる解とを組

み合わせて，さまざまな状況のもとでの行動選択のためのデータを収集する。この場合，得られた評

価関数の値と決定変数ベクトルの値を用いてサンプルをカテゴリ化し，外的基準として用いる。判

別分析の手法として，K：erne1－based統計による方法を用い，入力変数1に対する非線形変換関数を適用

し，やや高次元の線形判別関数を用いた問題へと帰着させ，分析の精度を向上させる。応用例とし

て，シミュレーションにより本論文の手法による行動決定の有効性を議論する。

　以下では，2、においてはジャンプ過程を変動要因として含む評価関数の最適化問題のモデル化に

ついて述べる。3．では：Kemal－based手法による判別関数の推定について示し，4．においては応用

例について述べる。

2　ジャンプ過程を含む変数の評価関数と最適化

2．1　ジャンプ過程と評価関数

　不確実な変動要因で記述される評価関数とその最適化のモデルには，さまざまなものが考えれる

が，本論文では分かりやすい事例として，部品を調達して製品を製造販売するケースをモデルとし

て仮定する。なお，以下で述べるモデルは資源投入と製造販売の基本的なモデルであり，この分野

以外に拡張することは難しくはない。

　いま，製品製造を行う企業（メーカ）が存在し，メーカは部品（簡単のため1種類とする）を調達し

て製品として製造し販売するケー一・一一スを考える。製造販売は期間t＝1，2，＿，Tにわたって行われる

と仮定する。市場の商品価格と部品の価格が急変するモデルを仮定する。　　1

　メーカは需要にみあった生産をするが，価格が変動すると仮定しているので，これらを変動要因

とする評価関数の最適化手法により最適な生産計画を求める。以下のように，記号を定義しておく。

すべて時刻tにおける値である。

製品製造の部品の単価：f（t）

市場での製品需要数量：D（t）

市場での製品の販売価格：P（t）

メーカの製品の製造数量：c（t）

メーカの在庫数量；R（t）

　なお，c（t）≦0となるケースでは商品を製造しないで，直接購入し販売すると仮定しておく。企業

の時刻tにおける投資の価値をV（t）としておくと，この値を最大化する問題は，複数の変動過程を

含む評価関数の最大化問題として記述することができる［7H131。多くの問題で，変動過程をブラウ

ン運動でモデル化した場合には，その微小変化，および時間の微小変化を用いて，偏微分方程式を導

出することができる［14］。原理的にはこの偏微分方程式を解くことにより最適な政策を求めること

がで＄る。しかし，本論文ではジャンプ過程を含む要因を変動過程として含むので，このような問

題に適したように拡張を行う。

　需ee　D（t）は，1次のARモデルに従うと仮定する。

D（t　＋　1）　＝　do　＋　diD（t）　＋6D（t） （i）
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光だし，do，d1は定数であり，εD（t）は平均がゼロ，分散がσちの正規乱数である。製品の製造数量

。（t）は決定変数であるので，これを用いた在庫数量の変分とは次のような関係になる。

　　　　　　　　　　　　　　　　dR（t）＝［c（t）一一D（t）］｛lt　　　　　　　　　　　　　　　　（2）

　また，P（t）は定常的にはブラウン運動に従って変動すると仮定するが，消費動向などにより急激

に価格が高騰（あるいは低落）．するモデルを用いる［13］。

　　　　　　　　　　　　　dP（t）＝μP（P，　t）dt＋σP（P，　t）dZp

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ハゆ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＋Σ瓢P，ち」・）dqh　　　　　　　　（3）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　k＝1
　ここで，CVi（．），σi（．）は任意の君④，tに関する関数である。　aZpはブラウン運動の微分値であり，dqk

は0あるいは1をとる変動に従うポアソン過程である。また飾（P（t），t，　Jk）は，　P（t），tおよびある

定められた確率分布から生成される確率変数みの関数である。最後の項が，ジャンプ状の価格変動

に対応している。

　　　　　　　　　　　　　dqle一恨瀦）dオ欝　　 （4）

　Npは発生するジャンプの種類の総数である。なお，ジャンプ過程の生成に関する第3項につい

ては，通常はランダムな発生を仮定しているが，．もとの価格レベルまでの回復時間が長くかかるな

どの現実的な状況を考慮して，ある一定の時間にわたって大きな値をとり続けるケースも許すよう

な設定にしておく。

　同様に，部品価格！（のも，急激に変化する事態（高騰あるいは低落）が発生するモデルを導入する。

　　　　　　　　　　　　　　df　　＝　　μ！（ノ，　t）dt十σノ（f，　t）d加f

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Nf
　　　　　　　　　　　　　　　　　　＋Σδ（f，・t，　K・）drle　　　　　　　　（5）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳶＝1
　　　　　　　　　　　　　drl・一｛O，1一ηfe　（f，の碗　の確率で；　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（61，771e（f，　t）at　　の確率で）

　ここで，dZfはブラウン運動の微分値であり，甑は，dqkと同様にある一定の確率分布に従う，1ま

たは0をとるポアソン過程であり，これにかかっている係数δ舟げ，t，臨）は，f（t），tおよびある定め

られた確率分布から生成される確率変数」臨の関数であり，事故などの事象が発生したときに高騰

（低落）する大きさに対応する。Nfはジャンプの種類の総数である。

2．2　確率微分と2次の偏微分方程式

　上に述べたような前提のもとで，現在の時刻tから最終の時刻Tまでの製品の製造販売．による価

値は，次のようになる。

　　　　　　　　　　　　V（P，　f，　e，　t，　R）　＝

　　　　　　　　　　　　　　m．ax　EEf，Te－p（‘一丁）　F（p，　f，　c，　t，　R）dT　（7）
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　　　　　　　　　　　　　　F（Pl　f，　e，　t，　R）＝

　　　　　　　　　　　　　　　　P（t）D（t）一A（c（t），f（t）））一H（R）

　　　　　　　　　　　　　　　　一B（［D（t）一。（t）一E（t）］＋）　　　　　　　　　　　　　　（8）

　ここでA（．），H（．），B（．）は製品を生産するコストを表す関数，在庫コスト関数，在庫切れ（back

order）コスト関数である。ρは，この．ような投資問題で設定する定数で，時間経過とともに価値が減

少する割合（割引率）を示す。この式を2つの時間区間に分けて表現すると，次のようになる。

　　　　　　　　　　　　v（P，　f，c，t，　R）＝

　　　　　　　　　　　　　　甲E［ズ　・一一P，・f，・c，・t，・R）dT

　　　　　　　　　　　　　　　＋f，f，，　・一・〈r－t）聯ちR）dτ］　　　（9）

　更に変形すると，次のようなる。

　　　　　　　　　　　　v（P，　f，c7t，R）＝

　　　　　　　　　　　　　　m鮮珂ズ　四一・）F（P・・f・・c・・t・・R）dT＋

　　　　　　　　　　　　　　・誠∬1・一・（・一（・＋・・））・F（P・・f・・…t・・R）dT］

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）

　この第2項は，評価関数の定義式において時間をずらした表現であるので，この式を，時間tの微

小変化砒の問における変分を用いて書き直すと，次のようになる。

　　　　　　　　　　　V一極xE［ズ　e一・（T－t）　F（P，　f，　・，　t，　R）dT

　　　　　　　　　　　　　　　＋・一・吻（P＋dP，！＋ガ，・（t＋dt），t＋dt，

　　　　　　　　　　　　　　　R十dR）］　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）

　この式に対して，多次元変数に対するItoのレンマを用いて確率変数の2次微分までを求めたあ

と，代入を繰り返し，式（2）～（6）を用いて変形すると，次のようになる。

　　　　　　　　　　．0＝max［［F（P，！，　c，　t，　R）＋五（V）＋（c一一D）VRユdt

　　　　　　　　　　　　　　　C
　　　　　　　　　　　　　　　！Vp　　　　　　　　　　　　　　　Nf
　　　　　　　　　　　　　　＋ΣE［頭七P）一vユdql・　＋ΣE［頭劫

　　　　　　　　　　　　　　　たニユ　　　　　　　　　　　　　　　　ゐコユ

　　　　　　　　　　　　　　一V］（1τrkユ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12）

　　　　　　　　　　　　L（v）・．　Vt＋la3　VPP　＋　1・・？　Vff　＋　pap　v・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　十μfVf一ρV　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）

　　　　　　　　　　　畷＋・P）一V（P　十　71e　（P，　t，　Jle），f，・，t，・R）　　　　　（14）

　　　　　　　　　　　　咬七ノ）一v（P，・f＋η、（ノ，ち臨），c，・t，・R）　　　　　（15）
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　ただし，畷七P）（Vk（”f））は，価格P（ノ）において大きさが71e（．）（δfe（．））のジャンプが発生した場合

のV（．）の値である。

　dtより早く減衰する項目を除去し，期待値を取り微小量dtにより割ることで，次の偏微分方程式

が得られる。

　　　　　　　　　　　　　　　　max［L（γ）＋F（P，　f，　C，　t，　R）

　　　　　　　　　　　　　　　　　c　　NP

　　　　　　　　　　　　＋（・一D）VR＋Σ　・1・　E［畷＋，P）一vユユ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鰐

　　　　　　　　　　　　　　　　　　＋Ση・E［畷劫一剛一〇　　，　　　（16）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　k＝1

　この式の中で，決定変数。に関する項だけをまとめると次のようになる。

　　　　　　　　　　　　　　　max［（c－D）VR－A（c（t），f（t））］　　　　　　　（17）
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　c翻（P；．ノ，ちR）≦c≦Cm。。（P，ノ，ちR）　　　　　　　（18）

このように決定された。を代入して，利益V（．）に関する偏微分方程式を得ると，式（16）において

max。をはずした，以下の偏微分方程式になる。

　　　　　　　　　　　　双VF）＋（c一一D）VR＋F（P，ノ，　c，ちR）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ハダ　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　＋Σ　・・E［即納一v］

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　駅

　　　　　　　　　　　　　　　　　　＋Σδ・E［畷＋，ノLη＝0　　　　　（19）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　k　＝1

　以上のような確率微分方程式を，境界条件を定めることにより解けば，価格が決定される。この

偏微分方程式の解の終端条件は次のようになる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　V（P，　f，T；c）＝0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（20）

これまでの導出手順を用いると，変動要因に関する偏微分方程式が得られるので，これを解くこと

により評価関数の最適化をを行う決定変数の値およびこのときの評価関数の値を求めることができ

る。しかしながら，一般には，変動要因の数が増加したり係数の形状が複雑になると，解析的に解を

求めることは極めて困難になる。このようなことを考慮して，以下では，偏微分方程式を数値的に解

く方法として，よく用いられる有限差分による計算法を使用する［11］［22］。

　なお，上に示したような確率的動的計画法から偏微分方程式を導出し，これを解いて解を求める

方法に対して，ある場合には，等価な動的計画法による近似解法を適用することができる［15ユー［18］。

しかし，本論文で取り扱っているような変数がジャンプ過程を含んでいるケースでは，等価な表現

を得ることは難しい。したがって，以下では直接偏微分方程式を解く方法を用いている。
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3　Kerne1－based手法による判別関数の推定

3．1　Kernel－based手法の原理

　以下では，本論文で提案する価格変動などの状況などを与えた場合に，これらをデータとして最

適な行動選択を出力する仕組みとして用いるK：ernel－based手法について述べる［19｝一［21］。この方

法は，入力変数に対する非線形変換関数を適用し，やや高次元の線形判別関数を用いた問題へと帰

着させ，判別効率を向上させる方法である。

　サンプルの全体を通じて海番目のサンプルを表す変数ベクトルをYh，k＝1，2，＿，Mとする。

Kernel－based手法おいては判別分析の問題は，変数ベクトルのM個のサンプルから共分散行列0

を計算し，これを用いて固有値問題を解くことに帰着される。いま，判別すべきクラスの数をNと

し，それぞれのクラスiにはη歪個のサンプルがあり，この合計をM＝Σ器1niとする。

　次のような共分散行列を定義する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　れ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　0；M－1Σ鮒㌶　　　　　　　　　（21）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　k　＝1

　いま，変換関数φ（のを用いて入力変数¢を変換する。この場合，変換されたデータφ（④の次元は，

　もとの変数の次元より多く設定されており（いわゆる高次元），これにより，より自由度の高い判別

　関数の構成が可能となる。

　　変換されたデータについての共分散行列は，次のようになる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　レ
．　　　　　　　　　Z一跡1Σφ（〃fO）・φ（Y・）T　　　　　　　　（22）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　k＝：1

　クラス¢の第ゴ番目のサンプルの入力変数ベクトルを娩ゴとしておく。すなわち撫＝働，ん＝
　Σ1ゴη‘＋」，ゴ＝1，2，＿，niとする。この変換後の値であるφ（Xij）のクラスごとの平均値義を次の

　ように定義し，この平均値に関する共分散行列Bを定義する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　れら
　　　　　　　　　　　　　　　　義＝ぺΣφ團

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㌦

　　　　　　　　　　　　　　　　B＝M－1Σ麟φ7

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i＝1

変換されたデータについての共分散行列Zは，また次のように書くこともできる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ
　　　　　　　　　　　　　　z＝躍一1ΣΣφ（窺ゴ）・φ團T

　　　　　　　　　　　　　　　　　　i＝1」；1

（23）

（24）

（25）

　なお，この計算の過程で，写像φ⇔による計算を簡便化するためdot　productという表現を用い

る。例えば2次元ベクトル（α1，a2）を3次元（α呈，～厄α1μ2，a蓋）という2次モーメントへ変換する変

換がある。このとき，2つのベクトル（a量，＞E2αiα2，α舞），（碍，V％1ゐ2，b暴）の要素の，すべての組み合わ

せの積和Σ11，624142＝1噸α¢26ゴ1bゴ2を計算することをdot　productとよぶ。これを（α・b）2＝g（α，　b）
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として表現する。また，9（α，b）＝exp（一1iα一bi1／σ）の形の計算をする場合にはガウシアン：Kernelと

よぶ。

　線形判別関数を構成することにより，いくつかのクラスに分類する問題は，いわゆるKernel　Fisher

Discriminant　Analysis（KFD）と呼ばれるものであり，複数のクラスの平均値ができるだけ乖離し

ており，それぞれのクラスの分散は小さくなるように構成する。この問題は，次に示すRayleight

coeflicient　Aを最大化することに帰着される［19］一［21］。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　uTBv
　　　　　　　　　　　　　　　　λ一yT、v．　　　　　　　　（26）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ハ　　ゆ
　　　　　　　　　　　　　　　　y一ΣΣα・ゴφ圃　　　　　　 （27）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i＝1ゴ＝1

ここで固有ベクトルレは，写像φ（．）により形成される空間の要素の線形結合となることを用いてい

る。乞はクラスを指す添え字であり，ブはクラス¢内のサンプルを示す添え字である。ベクトルαを，

次のように定義しておく。

　　　　　　　　　　　　　　　or　＝　（Ctz11，a127・・．，　ori」’7…，　orNn，v　）

この問題は，次に示す固有値問題において最大固有値λを求める問題と等価である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　λμTv「レ＝Z〆τマBlノ

2つのクラスp，qに関して，次のようなdot　productを定義する。

　　　　　　　　　　　　　　　　（9乞ゴ）P9；φ（Xpi）T・φ（創αゴ）

これらを用いて，次のM×M行列Kを定義する。

　　　　　　　　　　　　G　＝　（Gpg），p，　q＝1’N’一ZV，　Gpq＝（9i」’）pgii

　　　　　　　　　　　　　　＝　1－vnp，」’＝1’一ng

Gpqはnp×ng行列である。

（28）

（29）

（30）

（31）

　また，クラスZごとに要素が1／niに等しい部分行列㎎からなるM×Mブロック対角行列

W＝（Wi），i＝1～Nを導入する。これにより，式（26）の問題は次のようになる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　orTGI7VGa
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（32）　　　　　　　　　　　　　　　　　　A＝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　aTGGa

　　　　　　　　　　　　　　　　　　vTy＝aTGcr　＝1　（33）

　更に，正規直交行列uを導入して行列GをG＝urUTのように対角化し，この対角行列rを用

いてベクトルαの変換を行う。

　　　　　　　　　　　　　　　　　6＝rUTa，UUT＝1　〈34）
この結果，式（26）（27）に示す問題は，次のような固有値問題における最大固有値を求める問題に帰

着される。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　A，（3＝UTWU，c3　（35）
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以上の準備にもとで，：K：FDアルゴリズムは，次のように整理される。

1．行列Z，Wを計算する。

2．固有値分解により行列Gを分解する。

3．固有ベクトルβと固有値を計算する。

4。係数αを用いて固有ベクトルyが得られる。係数cellaを，～／？c｛M7iZiGaにより割り，〃yT＝1となる

ように正規化する。

5．未知の入力データである変数ベクトルzを有するサンプルが，どちらのクラスタに属するかを，次

の関数により推定する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ド　ゆ
　　　　　　　　　　　　　　（〃T・φ（・））一ΣΣα焼畑・，・〉　　　　　　　（36）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t＝　1k＝1

3．2　行動パターン情報の収集と学習

　これまで述べた最適化のモデルを用いて，メーカが行う最適な生産を，偏微分方程式の解より推

定することができる。しかしながら実際には，将来の価格変動などは既知ではないので，予想され

る状況のもとでの望ましい方策を推定するためのデータが必要となる。このため，状況をさまざま

に変化させた場合の最適な解を求め，適用する行動を選択するてこれを行動選択と呼んでおく）ため

のデータを整備しておくことは有用である。このような作業を行う場合の問題点として，まずさま

ざまな状況を発生させることがあり，もう1つはメーカがとった行動をカテゴリ化すること（すな

わち外的基準を与えること）がある。本論文ではこのような行動パターン情報収集と学習を自動化

するために，以下のような方法を用いている。

（1）状況に対応する乱数生成

　本論文で用いるモデルでは，製品や部品の価格を変動要因としている。したがって，これらを生

成するパラメータ値を乱数として与えることにより，状況の変化するサンプルを発生させている。

具体的には，価格変動の基本部分であるブラウン運動のパラメータとジャンプ過程の発生頻度を変

えたりすることで，モデルのパラメータを変化させてみる。このようなパラメータを与えた場合の

現在の生産の状況を変数ベクトルAにより表現しておく。

（2）行動パターン情報の蓄積

　このように，さまざまに与えられた状況（パラメータ）のもとで偏微分方程式を解くことによ

り，最適な政策である評価関数の値Vo（利益に相当する）およびこの場合の決定変数のベクトル

。（t），t＝1，2，．．．，Tが求められる。これらの評価関数の値V（P，f，t）と決定変数。（P，　f，t）および付

随して求められるback　orderの値B（P，　f，　t）と在庫レベルR（P，　f，　t）を最初の入力変数ベクトルA

に加えたものを，行動選択のデータの対として蓄積する。なお後述するが，最適化の結果であるy（．）

およびe（．）（同時にB（．），R⇔についても）はベクトルであり，そのまま判別分析に用いることは適

切ではないので，ん番目のサンプルについてこれらの期待値（砺，砺，醒，残として表示する）を用い

る。

（3）外的基準導入による領域分割

　与えられた状況のもとで最適と考えられる政策をとることが行動選択であるので，行動選択をい

くつかのグループにカテゴリ化（パターン化）する。具体的には評価関数の値γ（．）と決定変数ベク
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トルの値。（．）および付随するback　orderと在庫レベルから求められるOk，姦，bte，残をもとに，いく

つかのしきい値を設けて，サンプルのカテゴリ化を行う（カテゴリ化された区分を外的基準とよぶ）。

例えば，頻繁にback　orderが発生する場合には，「外部購入を重視」などの行動の意義付けを行う。

このような手順により，状況を示すパラメータAと，これをグループ化するための外的基準の対が

構城される。外的基準の設定は後で述べるが外部からの購入の是非，利益水準や設備の稼働率を考

慮する。

（4）判別関数の推定

　：Kernel－based手法により，学習データを利用して変数ベクトルAを判別変数として入力し，カテ

ゴリ化するための判別関数を推定する。Kernel－based手法では，変換された変数についての判別関

数は線形となること，および，変換関数を直接的に用いる必要はなく，いわゆる：Kerne工functionを

適用するだけで計算が可能となる。これにより，状況が与えられた場合に望ましい行動選択を実施

するための判別関数が推定される。

（5）入力からの最適行動選択の実施

　Kernel－based手法による判別関数が推定されるので，これを用いて将来起こるであろう状況のも

とでの，最適な行動選択を推定する。具体的には，将来起こるであろう状況を入力変数ベクトルA

を作成し，これを判別関数の判別変数の値として入力変数ベクトルAに代入することにより，この

変数ベクトルAが所属する領域が求まるので，メーカはこの領域に示された行動を選択する。

4．応用例

4．1　ジャンプ過程の生成

　以下では，これまで述べたジャンプ過程を変動要因として含む変数で記述される評価関数の最適

化問題の解析と，これを基礎としたメーカの製品製造における行動選択への応用を，シミュレーショ

ンを基礎として考察する。最初に，メーカの製品製造の最適化問題に関して，パラメータをさまざま

に変化させた場合の評価関数の値と最適解に対するデータ収集について述べる。

　ジャンプ過程変動は製品価格および部品価格の双方に含まれていると仮定するが，ジャンプ過程

の方向は，正と負のどちらもありうると仮定しておく。本論文で用いる変動要因に含まれるジャン

プ過程については，瞬間的な上昇か下降かに限定したものではなく，商品価格のように上昇（下降）

した場合にもとのレベルに戻るまでに時間を要する場合も仮定する。この場合ジャンプ過程が瞬間

的に上昇（下降）する価格変化を持っている場合を以下では簡単のため上昇（下降）ジャンプ過程と

呼んでおく。

　本論文では，これらの2つのケースについて記述するパラメータが最適化問題に与える影響につ

いても議論するが，以下のシミュレーションにおいては，Thompsonらの研究でも用いられている

変動を参考にしたモデルを基本となるケースとして考察する。変動のモデルを以下に示す。それぞ

れのジャンプ過程は価格の急激な増加（減少）と，この時点からの急激な減少（増加）の2つのポア

ソン過程から成り立っている。したがって式（3）～（6）において，Np＝nf＝4とする。なお，説明

は価格Pについて行っているが同様のモデルを価格！にも適用する。
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（1）上昇ジャンプ過程の場合

dP　＝　O．2［15sin（27rt－15．4T／24）十Pz

　　　　－P］dt　＋　opdz　＋　（Ji　一　P）dqi

　　　　＋（」2　一　P）dq2

　　　　　　　　　　　　　Ji　一v　N（apn，spii）J・　J2　N　N（api2，8m2）

dg1，492は，それぞれ，次の確率λup（P）dt，　Ad，。wn（P）dtで1になる。

Aup（P）　＝

Adown（P）　＝＝

　epnP／3Pz；　P　s　PTii；

　epl　l；　P＞PTI　I；

　ep12；　P　2　PT12；

　Ol　P〈PT12；

（37）

（38）

（39）

（40）

（2）下降ジャンプ過程の場合

dP　＝　O．2［15sin（2Tt－15．4T／24）十Pz

　　　　－P］dt　＋　opdz　＋（Ji　一一　P）dqi

　　　　＋（」2　一　P）／dq2

　　　　　　　　　　　　　Ji　一v　N（ap2i，sp2i），　」2　“”　N（ap22，sp22）

dqi，dq2は，それぞれ，次の確率λd。wn（P）dt，㌔p（P）dtで1になる。

（41）

（42）

　　　　　　　　　　♪㎞（P）一惚13面一P）；fl；鴛｝：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（43）

　　　　　　　　　　　A．，（p）　＝　（．gl）22i’　il　li　i］：i：1　（44）

　なお，これらのパラメータを変更する影響の概要については，以下のようにまとめられる。乱数

の平均と標準偏差（αPlle，8Plkは，ジャンプの大きさを規定する。上昇（下降）ジャンプの場合の確

率θp11（θp21）は，上昇（下降）ジャンプの発生頻度を与え，これらが大きいと上昇（下降）ジャンプ

が頻発する。同時に上昇（下降）ジャンプの場合の確率θp12（θp22）が大きい場合には，価格が上昇

下降してもとのレベルに戻る時間が短いことを意味しており，確率が小さい場合には，上昇（下降）

したまま継続する時間が長くなる。

　図1には，これらのジャンプ過程を含む価格変動について，σp＝0．1，Pz＝150，apll＝700，sp11＝

100，api2　＝　200，　spi2　＝　le，ap2i　＝　30，　sp2i　＝　10，ap22　＝　50，sp22　＝　10，　PTii　＝　450，PTi2　＝

450，jP：T12＝90，　PT22；50，θp11；0．01，θp12＝0．85，θp21＝0。001，θp22＝0．85として設定した

場合の．例を示している。

　なお，これらのパラメータと同様なものを価格ノに対しても割り当てるため，σp，αPlk，5Plk，p塩，θPlk

に対応する記号を，それぞれσf，αftle，8flll，fTtk，θflk，Z，k＝1，2としておく。
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図1：上昇（下降）ジャンプ過程を含む価格変動（上：上昇ジャンプ，下＝下降ジャンプ

　なお，式（19）に示す偏微分方程式を解くためには，ジャンプが発生した場合の評価関数の値，すな
わち畷＋’P）＝V（一P＋71e（P，　t，　Jll），f，　c，　t，　R），V，！＋の＝V（P，　f＋771e（f，　t，　Kle），c，　t，　R）を計算する必

要がある。これには，次のような期待値を求める計算を適用する。式（19）にジャンプ過程変動を記

述する部分を代入して整理すると，次のようになる。

H，，　＝　fHOooO　V（Jik）rk（」k）d」k，k

　　　＝　upラdoωn

…一
l嘱）・・邸κ・・k

　　　＝　up，　down

（45）

（46）

ここで，畷七P）（．），Vle＋’f）（．）の期待値の計算において，Vk（P十θ紛＝γ（P＋ゐ一P）＝V（Jk），琉（ノ＋

ePk）＝F（f＋Kk一ノ）＝V（Kfe）となる．ことを用いている。

　ただし，関lft　r　k（Jk）．（sk（Kk），k＝up，　doωnは，それぞれ，価格一P（f）に対する1V’（700，100），N（200，10）

に対応する変数ゐ（Kle）についての正規確率密度関数である。この積分は，台形則により簡易計算

される。

　この偏微分方程式を，有限差分の方法により数値計算し，あらためて変数Rに関する1次の偏微

分の値を求めておく［19］。なお，偏微分方程式は有限差分のもとでは連立方程式になるが，この方程

式は取り扱っている偏微分方程式の性質からスパースな係数行列となるので，ガウス消去法で解い

ても安定的に解が求まる［11］一［13］［22］。
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4．2　評価関数と決定変数の特性事例

　以下の応用例を通じて，シミュレーションを実施するための変数P，fの刻み幅である△P，△fは，

変数の範囲を適切に選び，変数を40分割した離散的な値を仮定する。また1△t＝1とする。すでに

述べたように本論文ではモデルを記述するパラメータを外部条件としてランダムに変化させた場合

の最適解との組み合わせをデータとして収集し判別分析のサンプルとしている。このため以下のシ

ミュレーションを通じて，パラメータを変化させる範囲条件を次のように設定している。

　ap　＝　O．Ol　’v　O．4，　af　＝　O．Ol　’v　O，4

apij　＝　10’一v700，　spij　＝　10n’」IOO，　ap2j　＝　10一一300，　sp2」　一’一一　10’v60

afij　＝　10”v200，　sfij　＝　10”v50，a・f2」　＝　10’s－100，sf2」　＝　10r－60

epn　＝　o．ool一一〇．1，　e’pi2　＝＝　o．1一一〇．g，　ep21　＝　o．ool一一一〇．ol，ep22　＝　o．1一一一〇．g

efil　＝　O．OOI一一〇．1，　efi2　＝　O．1一一　O，9，　ef2i　＝　O．OOI一一〇．Ol，ef2，2　＝　O，1　一一tO．9　’

　なお，商品価格と部品価格の平均的な数値に対応するPz，fzについては，　Pz＞1．3fzの関係が保

たれる範囲で変更してもシステム全体の挙動には大きな変化はないことから，Pz＝150，　fzニ・100

として固定しておく。またジャンプ発生の条件については，頻度やその大きさは発生のためのしき

い値であるPTt　k，fTl　kにより調整することもできるが，同；様に条件を簡単に正規乱数のパラメータ

を変化させることによっても与えることができる。したがって以下では，ジャンプ過程変動発生を規

定するパラメータP塩，fTileについても，PT11；450，一P（乃2＝450，PTn＝90，　PT22＝50，　fTi　1＝

300，　fT12　＝　300，　fTi2　＝　60，　fT22＝30に固定しておく。

　Kernal－based手法によるパターン構造解析について述べる前に，まずシミュレーションを通じて

得られる最適化された評価関ft　V（P，　f，　t）と，これに関連した決定変数である。（P，　f，　t）の特性の事

例を示しておく。図2には商品価格に上昇あるいは下降ジャンプ過程が含まれている場合の評価

関数V（P，　f，t）の最適解を示している。また図3には，このときの決定変数である。（P，f，　t）の特性

を示している。これらの図において両方の軸には，価格P（t），f（t）をとっている。なお，これ以外の

ケースについての評価関数V（．）と変数が示す特性について図示することは省略するが，変数の軸方

向に関数値が変化することが確認できる。

　図2から分かるように，商品価格に上昇ジャンプ変動が含まれている場合には価格P（ノ）が大き

く（小さく）なるにしたがって単調に評価関数の値V（．）は増加している。評価関数が形成する関数

値の表面形状は滑らかであり急激な変化は見られない。これに対して価格に下降ジャンプが含まれ

ている場合には，やや複雑な形状を示すことが分かる。

　次に，最適な製造数量である。（P，f，t）を示した図3から分かるように，生産に有利な状況では製

造数量は大きな値をとっているが，部品価格が高騰するにしたがって，その数量は減少することが

分かる。特に，製品価格に下降ジャンプが含まれている場合には，この傾向が顕著であることが分

かる。
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図2：商品価格がジャンプ過程を含む場合の評価関数（上：価格に上昇ジャンプが含まれる，下価格

に下降ジャンプ）

4．3　期待値の近似と外的基準の設定

　すでに述べたモデル化により，商品生産の状況を仮定した場合に最適な生産方法を求めることが

できるので，この場合に得られる利益V（P，　f，t）と，この政策を実施するための決定変数ベクトル

。（P，　f，t）をもとにして，行動選択のパターンをカテゴリ化することができる。しかしながら式（16）

～（20）により記述される関数と変数の関係およびこれを最適化する方法は，特定のP，fにおいて成

立すべき関係を示しただけであり，システム運用の全体を通じての期待値を与えるものではない。

一方，本論文でとりあつかうような判別分析にもとずく行動パターン分析においては，期待値など

の簡略化された数値を用いるメリットが大きい。このようなことを考慮し本論文では，システムを

記述する変数の近似的な期待を求め，判別分析に応用する。具体的には，商品価格Pと部品価格f

がある値を取る確率を近似的に推定し，これらをprob（一P），prob（f）として決定変数。（P，　f，　t）の近

似的な期待値を求める。これを以下では森，k　＝＝　1，2，．．．，Nとしておく（Nはサンプルの総数）。同

様な方法を，利益V（．），back　order発生の大きさB（．），在庫の数量R（．）についても適用する（これ

らを，Ok，薩，残，le＝1，2，＿，！Vとしておく。これらの近似的な期待値は，シミュレーションの条件

により大きく変動することが予想される。図4，5にはあるパラメータαP11，αP12をそれぞれ10～

700，10～300の範囲で相互に増加傾向を対応させながら変化させた他のパラメータは固定した場合
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図3：商品価格がジャンプ過程を含む場合の最適な製造数量（上：価格に上昇ジャンプ，下：価格に下

降ジャンプ）

の砺，露の変化の事例を示している。図4，5より分かるように，δ島砺の値は増加傾向にあるが単

調ではない。

　観測されたサンプルのカテゴリ化にはさまざまな方法が考えられるが，以下では商品の製造数量

とこれに関連した行動選択の研究事例を参考にして，Cle，VfO，bk，rleに注目した方法を用いることにす

る［7］［13ユ。

Ca＄e　A

　最初に，生産状況に注目した外的基準を与える。これをCase　Aと呼んでおく。なお後での議論

の都合上，記号で区別しておく。生産の条件を変えながら評価関数の最適化を実施したシミュレー

ション結果を1つのサンプルと考えた場合に，これを以下の4つのクラスタのいずれかに属すると

仮定する。

（1）外部調達（BM：Backorder　Mitigation）

　部品価格の高騰が頻繁に発生するケースや，製品の価格が安定している場合には，完成した商品を

外部から調達するする政策が頻繁にとられる。外的基準がBMであるサンプルは，このようなケー

スが属すると仮定する。

（2）生産優先（PP：Production　Priority）
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図5：種々のαp11，αp12による砺の変化

　稼働率に対応する生産数量が相対的に大きく，逆に外部調達が少ないケースにおいては，自社で

の生産を優先することが望ましいケース（クラスタ）に属する。

（3）在庫優先（IM＝lnventory　Mitigation）

　サプライヤの事故の頻発や，メーカ工場での生産数量の減少確率の増加などにより，在庫を常に

確保しておく政策がとられる可能性がある。在庫数量を相対的に多く確保することにより，事故な

どで生産数量，あるいは部品調達数量が大幅に減少した場合にも対応できる体制を．とっておく。

（4）リスク順応（A：Accep七ance）

　以上の3つのケース（クラスタ）には属さないサンプルであり，特別な政策が取られないで，もし

事故などで部品価格が高騰しても，そのまま通常の生産を継続するケースである。

　シミュレーションを繰り返してこれらの4つのクラスタについて，それぞれ40サンプルのデー

タを収集しておく。

Case　B

　次に，生産状況に注目した外的基準を与える。これを’Case　Bと呼んでおく。同様に生産条件を

変えながらシミュレーション結果を1つのサンプルと考えた場合に，これを以下の3つのクラスタ
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のいずれかに属すると仮定する。

（1）利益優i先（RP：Return　Priority）

　できるだけ大きな利益を獲得できるような生産体制をとるケース（クラス）である。評価関数の

最適化の結果として，相対的に大きな利益が得られるケースであり，最適解を分析することにより

実現方法を調べることは可能である。

（2）稼働優先（OP：Operation　Priority）

　例えば設備への投資金額が大きい場合など，設備の有効利用をはかって，利用効率をあげること

に重点を置いているケースである。この場合には．獲得できる利益については．相対的に過小にな

らない限りは許容されると仮定しておく。（3）損益順応（A：Acceptance）

　以上の2つのケース（クラスタ）には属さないサンプルであり，特別な政策が取られないで，多少

の利益損失の変化に対応をとらないで製品価格や部品価格の変動に対しても，そのまま通常の生産

を継続するケースである。

　シミュレーションを繰り返してこれらの3つのクラスタについて，それぞれ40サンプルのデータ

を収集しておく。

4．4　判別分析の結果

　以下では，本論文で提案する商品生産における行動選択の判別分析について結果をまとめている。

すなわち，さまざまな生産の状況を判別関数における判別変数として入力した場合に，外的基準と

して与えたカテゴリとどの程度の割合で一致するかを検証する。K：ernel　functionとしてはかウシ

アンRBFを用いて，　k（m，y）＝exp←［x　一　y12／σ2），σ＝1として定義する。なお，本来の判別分析に

おいては，このような学習データとは別の，検証を進めるためのデータの対が必要となる。しかし，

本報告では，初期の分析段階であることを考慮して，学習データを同時に検証データとしても使用

している。

　Case　A

　最初にCase　Aについて，Kerne1－basedパターン構造解析による判別分析の結果を表1にまとめて

いる。結果の比較分析を行うため同じサンプルに対して多変量解析の判別分析（MDA：Multi－variate

Discriminant　Analysis）を適用した結果を表2にまとめている。表1，2において，縦の欄は本来の

クラスタを，横の欄は判別分析により予測されたクラスタを意味しており，数値はこれらの発生頻

度を確率として表示している。この表1から分かるように，本論文で提案するKernal－based手法に

よるパターン行動分析では100％の認識が得られている。この結果は，同じ分析を多変量解析を用

いて実施した結果（識別率は60％から80％の間）より十分の良好である。したがってメーカが行動

を選択する場合の基準として利用するには，意義がある方法であると言えよう。

　　　　　　　　　　　　表1パターン構造解析の結果（Case　A：％）

　　　　　　　　Table　1－Result　of　pa廿ern－directed　clustering（Case　A％）

BM PP IM A
BM
oP
hM
`

100．0

O．0

O．0

O．0

0．0

P00．0

O．◎

O．0

0．0

O．0

P00．0

O．0

0．0

O．0

O．0

P00．OI
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　表2対応するMDAによる結果（Case　A：％）

Table　2－Corresponding　result　by　MDA　（Case　A％）

BM PP IM A
BM
oP
hM
`

50．0

P5．0

Q0．0

Q0．0

20．0

U2．5

O．0

V．5

10．0

P2．5

W0．0

T．0

20．0

P0．0

O．0

U7．5

　Case　B

　次にCase　Bについて，Kernel－basedパターン構造解析による判別分析の結果を表3にまとめ，比

較分析のため同じサンプルに対してMDAを適用した結果を表4にまとめている。欄の配置と意

味は表1，2と同じである。この表3から分かるように，本論文で提案するK：ernal－based手法による

パターン行動分析では95％～100％の認識が得られている。この結果は，同じ分析を多変量解析を

用いて実施した結果（識別率は47％から70％の間）より十分の良好である。したがってCase　Aの

場合と同様に，メーカが行動を選択する場合の基準として利用するには，意義がある方法であると

言えよう。

　　　　　　　　　　　　表3パターン構造解析の結果（Case　B：％）

　　　　　　　　　Table　3－Result　of　pattern－directed　clustering　（Case　B　go）

RP　　OP　　A
RP
nP
`

2．5　　0，0

X5．0　　0．0

O．0　　100．0

　表4対応するMDAによる結果（Case　B：％）

Table　4－Corresponding　result　by　MDA　（Case　B％）

RP OP A
RP
nP
`

47．5

P0．0

R0．0

20．0

V0」0

Q0．0

32．5

Q0．0

T0．0

5　むすび

　本論文では，ジャンプ過程を変動要因として含む評価関数の近似解法とK：ernel－basedパターン構

造解析による行動選択手法とその応用を示した。まず評価関数に含まれる変動要因がジャンプ過程

を含むように拡張し，偏微分方程式を解く問題へと帰着する方法を示した。外部パラメータと評価

関数の最適化の結果として得られる解を組み合わせることにより，データを収集したのちサンプル

をカテゴリ化し，　Kernel－based手法を適用し，パターン指向の行動決定に適用するの有効性を議論

した◎

　今後の課題として，変動要因が更に多くなった場合の特性分析などがあり，検討を進める予定で

ある。
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